
管理栄養士による居宅療養管理指導の普及に向けた基準の見直し（管理番号217）
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○ 在宅の要介護者に対して、適切な栄養管理を行い、自立支援・重度化防止を推進するため、「薬局に勤務する管理栄
養士」についても居宅療養管理指導の実施を可能とすること。

■提案の具体的内容

○ 外部の管理栄養士による居宅療養管理指導の実施については、令和３年度介護報酬改定に向けて社会保障審議会
介護給付費分科会において議論を行ったところであるが、薬局における管理栄養士の業務内容や医師との連携状況等
を令和４年度中に把握した上で、令和６年度介護報酬改定に向けて検討する。

■２次回答（今後の対応方針）

厚生労働省老健局

1
7

重
点

番
号

７
：
管

理
栄

養
士

に
よ

る
居

宅
療

養
管

理
指

導
を

 
　

　
　

　
　

　
　

　
可

能
と

す
る

見
直

し
（
厚

生
労

働
省

）



介護保険サービスの１つであり、要介護状態となった場合でも、利⽤者が可能な限り居宅で、有する能⼒に応じ⾃
⽴した⽇常⽣活を営むことができるよう、医師、⻭科医師、薬剤師、管理栄養⼠⼜は⻭科衛⽣⼠等が、通院が困難な
利⽤者の居宅を訪問して、⼼⾝の状況、置かれている環境等を把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を⾏
うことにより、その者の療養⽣活の質の向上を図るもの。

居宅療養管理指導の概要

各職種が行う指導の概要

医師⼜は⻭科医師 ○ 計画的かつ継続的な医学的管理⼜は⻭科医学的管理に基づいて実施
○ 居宅介護⽀援事業者に対する、居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供
○ 居宅要介護者や家族等に対する、居宅サービスを利⽤する上での留意点や介護⽅法等に

ついての指導及び助⾔
○ 訪問診療⼜は往診を⾏った⽇に限る

薬剤師 ○ 医師⼜は⻭科医師の指⽰に基づいて実施される薬学的な管理及び指導
○ 居宅介護⽀援事業者に対する、居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供

管理栄養⼠ ○ 計画的な医学的管理を⾏っている医師の指⽰に基づき、栄養管理に係る情報提供及び指
導⼜は助⾔を30分以上⾏う

⻭科衛⽣⼠等 ○ 訪問⻭科診療を⾏った⻭科医師の指⽰及びその⻭科医師の策定した訪問指導計画に基づ
いて実施される⼝腔内や有床義⻭の清掃⼜は摂⾷・嚥下機能に関する実地指導

※居宅療養管理指導の事業を⾏うことができるのは、病院、診療所、薬局である。
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居宅療養管理指導の概要
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居宅療養管理指導事業所の
管理栄養士が行う場合

当該居宅療養管理指導事業所以外の
管理栄養士が行う場合

居宅療養管理指導事業所
（病院又は診療所）

主治医 管理栄養⼠

居宅療養管理指導事業所
（病院又は診療所）

主治医

当該居宅療養管理指導事業所以外
（医療機関、介護保険施設※、

日本栄養士会又は都道府県栄養士会が
運営する栄養・ケアステーション）

管理栄養⼠

居宅療養管理指導費（Ⅰ） （443～544単位） 居宅療養管理指導費（Ⅱ） （423～524単位）

保険者 保険者

請求 支払い

訪
問

栄養管理に係る情報提供・指導・助言

請求 支払い

指示

報告

指示

報告

訪
問

栄養管理に係る情報提供・指導・助言

連携（契約）

常勤又は
非常勤

※介護保険施設は、常勤で１以上⼜は
栄養マネジメント強化加算の算定要件の数を超えて
管理栄養⼠を配置している施設に限る。
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管理栄養士による居宅療養管理指導
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＜登録要件＞
・ 日本栄養士会並びに東京都栄養士会の会員であること
・ 管理栄養士もしくは栄養士の免許を有すること
・ 栄養士業務に関して、１年以上の経験を有すること
・ 生涯教育講習（研修）会の受講経験を有すること
・ 本会栄養ケア・ステーションに登録されている管理栄養

士・栄養士は、本事業の目的を遵守し、社会保障制度等
を損なうことのないよう努めなければならない。また、個
人情報の取扱については、別に定める東京都栄養士会
特定個人情報取扱規定を遵守すること。

＜紹介の流れ＞

登録を希望する者は、登録票、履歴書（職務経歴）、管理栄養士
免許証の写し等を提出

依頼があった場合は、依頼元と栄養CSが契約等を締結

栄養CSが、登録された職務経験や現住所等を踏まえ、依頼内容
に対応できる者を調整し紹介

紹介された者は、業務終了後、概ね１週間以内に報告書を栄養
CSに提出

栄養CSは、報告書の提出をもって、紹介された者に報酬支払い

現住所

業務経験年数

研修会取得単位数

所属学会

東京都栄養士会栄養ケア・ステーションの例
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1,445 4.4 300 0.9
300

390 1.2
600 1.8

650 2.0
1,000 3.0

1,360 4.1
1,300 4.0

855 2.6 0 0 370 1.1 370 1.1 370 1.1

377 1.1 0 0 370 1.1 370 1.1 370 1.1

1,171 3.6 320 1.0 420 1.3 820 2.5 820 2.5

1,668 5.1 490 1.5 490 1.5 1,310 4.0 1,310 4.0

1,668 5.1 490 1.5 490 1.5 1,310 4.0 1,310 4.0

2,006 6.1 820 2.5 820 2.5 1,310 4.0 1,310 4.0

28

1
1,000 2,000

2 80 650 1,650

3 80 120 550 1,550

3 120 500 1,500
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